
担当課室 情報通信利用促進課

予算額(補正後）

上位政策

課長　安間　敏雄

110 0

250 94

情報通信技術高度利活用推進費

関係する計
画、通知等

総務省設置法第4条65号

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

情報通信人材研修事業支援制度

情報流通行政局

一般会計

担当部局庁

22年度 23年度要求

総事業費(執行ベース) 437 429 165

89%

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

0312 281

19年度 20年度 21年度

執行額

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

廃止
（２１年度で廃止）

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

（行政刷新会議の事業仕分けにおいて廃止と評価されたことを受け、平成２１年度をもって事業を廃止）

事業終了後に実績報告書の提出を受け、支出内容について審査を行っている。また、受講者アセスメント調査を実施
することにより、効果測定を行っている。

事業番号 0065

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度

３４事業（２７事業者）に対して助成金を交付

平成13年度

240

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・情報通信人材研修事業を実施する者を対象に、当該事業の実施に必要な経費の一部を助成
・助成対象：第三セクター、公益法人、NPO、社会福祉法人※
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※障害者を対象とする場合のみ

・助成率１／２（障害者を対象とする場合は、２／３）
・上限額５００万円

ＩＣＴ分野の専門的な知識、技能を有する人材が不足する状況が続いていることから、一定の要件の下、民間団体等を
支援することにより、高度なＩＣＴ人材の育成を促進する。

執行率 77% 85%



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

総務省

９４百万円

Ａ．（株）横須賀テレコムリサーチパーク

９４百万円

Ｂ．第三セクター、ＮＰＯ、公益法人、

社会福祉法人（２７事業者）

８１百万円

【公募・補助】

（応募数：１社）

【公募・助成】

（応募数：３７事業者）

高度ＩＣＴ人材の育成

助成対象事業の採択、助成金交付

情報通信人材研修事業の実施



0計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 5 計

諸経費 会場使用料 1

謝金 研修講師に対する謝金 4

B.　(社)千葉県情報サービス産業協会 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 93 計

助成金 情報通信人材研修事業助成金 81

助成対象事業の採択、助成金交
付事務等

12

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.　（株）横須賀テレコムリサーチパーク E.

使　途 金　額
(百万円）

人件費



法人名 助成額（百万円）

（社）千葉県情報サービス産業協会 8

（株）いばらきＩＴ人材開発センター 7

（ＮＰＯ）新潟県高度情報社会生活支援センター 5

（ＮＰＯ）西会津地域活動支援センター 5

（社福）あかね 5

（社）九州テレコム振興センター 4

(社）情報通信設備協会 4

（ＮＰＯ）東上まちづくりフォーラム 4

（株）仙台ソフトウェアセンター 4

（財）大分県産業創造機構 4

複数支出先ブロック別紙（情報通信人材研修事業支援制度）



 
 

 

１ 事業概要 

近年、急速に高度化が進む情報通信分野の専門的な知識及び技能を有

する人材を育成するため、情報通信人材研修事業を実施する第三セク

ター、公益法人、ＮＰＯ、社会福祉法人（障害者を対象とする場合の

み）を対象に、当該事業の実施に必要な経費の１／２（障害者を対象

とする場合は２／３）を助成（上限額５００万円）する。 

【助成対象経費】 

講師謝金、労務費、教材費、諸経費（回線使用料、機器リース料等） 

 

 

２ イメージ図 

情報通信人材研修事業支援制度 

 

補助金 

情報通信人材研修事業支援団体（公募により決定） 

外部有識者で構成される評価委員会 

国 

（総務省） 

 

申 請 

情報通信人材研修事業者 
（第三セクター、公益法人、NPO 法人、※社会福祉法人）                     

                                  （※障害者対象の研修を実施する場合のみ） 

助成金 

交 付 
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